
規則別記様式第１号

　　山形県知事　　殿

役職名

氏 名

【添付書類】

　１　事業計画書（様式第１号）

　２　所要額調書（様式第２号、様式第２号－１）

　３　振込先口座の通帳の写し

（問合せ担当）

電　話

メールアドレス

令和　　年　　月　　日

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金交付申請書

　令和７年度において、山形県こどもの居場所運営支援事業について標記補助金

円を交付されるよう、山形県補助金等の適正化に関する規則第５条の規定により関係書類

を添えて申請する。

住　　所

事 業 者

代表者

氏　名

郵送先



様式第１号

事業者名

① 居場所の名称

② 開催場所
（施設名称や住所を記載）

③ 事業内容

　回

　回

⑤ 開催期間

⑥ 対象者

⑦ 定員
（１回あたりの参加人数の上限）

⑧ 参加費

※　④令和７年４月１日以降に事業を立ち上げた事業者にあっては、事業を立ち上げした日から起算して１年
　　　の間の開催回数を記載してください。
※　⑨保健所への手続きの詳細については、各保健所食品衛生担当へご確認ください。

２．振込先口座

① 金融機関

② 預金種別

③
フリガナ
口座名義人

④ 口座番号

※　③口座名義人は、申請者が個人の場合はご本人名義、団体の場合は団体代表者名義のものになります。
※　申請者と振込先口座の名前が異なる場合は、委任状の提出が必要となります。

山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金事業計画書

⑨

１．事業概要

令和　年　月　日 ～ 令和　年　月　日

保健所への届出
・許可等の状況
（いずれかに〇）

届出・許可等の手続きが完了している

名

届出・許可等が不要である

届出・許可等が必要で、現在手続き中である
（　　月に手続きが完了する見込み）

④
令和７年４月１日から
令和８年１月31日まで
の開催回数（予定）

立ち上げ日 令和　年　月　日

　　　　　銀行・金庫・組合・農協　　　　　　　本店・支店・出張所

普通・当座

    うち長期休暇期間中の開催回数

円

※

※



様式第２号

事業者名

事業費 収入 差引額 補助上限額 補助金所要額

Ａ B C＝A－B D E

こどもの居場所運営支援事業

【記入上の留意点】

Ａ：事業に要した経費

B：寄付金その他収入額

D：開催・実施予定回数×1万2千円または21万6千円（上限回数18回）の低い額

E：CまたはDの低い額（千円未満切捨て）

事業名

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金所要額調書



様式第２号－１

● 年間開催・実施予定回数 回 ①

　　うち長期休暇期間の開催予定回数 回

● 開催に係る経費の見込み

円

円

円

円

円

円

円

※国や市町村の補助金等の対象経費に計上したものは、補助対象外

円

円

円

円

※国や市町村の補助金等は記載不要

円

● 補助上限額（実施予定回数 ①×1万2千円）　　※上限21万6千円

回　× 円　＝ 円 Ｄ

➡ D　または　21万6千円　のどちらか小さい額

円 E

●補助金所要額（ＣまたはEの低い額、千円未満切捨て） 円 F

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金　所要額調書（事業費積算）

事業費 補助対象経費
・会場使用料、賃借料

・保険加入料

・その他
（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・広報費（チラシ等の作成）

事業者名

・食材購入費

・消耗品費

12,000

事業費合計　Ａ

収入合計　Ｂ

収入　Ｂ

・寄付金

・参加者負担金

・上記以外の収入
（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 差引額　　Ｃ　（Ｃ＝Ａ－Ｂ）



様式第３号

　　山形県知事　　殿

役職名

氏 名

【添付書類】

　１　事業計画書（様式第１号）

　２　所要額調書（様式第２号、様式第２号－１）

（注）関係書類は、変更前と変更後の事業の内容及び経費の配分を比較対照できるよう両者を二段書きと
し、変更前をかっこ書きで上段に記載すること。

令和　　年　　月　　日

　　 令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業計画変更承認及び補助金
　　 変更交付申請書

　令和　　　年　　月　　日付けこ家第　　　号で補助金の交付決定の通知があった標記

事業について、別添事業計画書により変更し、補助金　　　　　　円の追加交付を受けた

いので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定により承認され

るよう、関係書類を添えて申請する。

住　　所

事 業 者

代表者



様式第４号

　　山形県知事　　殿

役職名

氏 名

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）

令和　　年　　月　　日

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業中止（廃止）承認申請書

　令和　　年　　月　　日付けこ家第　　　　　号で補助金の交付決定の通知があった補

助事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、山形県補助金等の適正化に関す

る規則第７条第１項第１号の規定により承認されるよう申請する。

記

住　　所

事 業 者

代表者



様式第７号

　　山形県知事　　殿

役職名

氏 名

金 円

金 円

金 円

金 円

（注）記載内容を確認できる資料（消費税確定申告書の写し、３の金額の積算の内訳等）

　　を添付すること。

令和　　年　　月　　日

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除税額

４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金に係る
　　　　　消費税等仕入控除税額報告書

　令和　　　年　　月　　日付けこ家第　　　号で交付決定の通知があった標記補助金に

ついて、令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金交付要綱第９条第３項の

規定に基づき、下記のとおり報告する。

記

１　規則第15条の補助金の額の確定額
　（令和　年　月　日付け子家第　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額

住　　所

事 業 者

代表者



様式第８号

　　山形県知事　　殿

役職名

氏 名

※概算払を必要とする理由書及び資金計画書を添付すること。

令和　　年　　月　　日

令和７年度山形県こどもの居場所運営支援事業費補助金概算払請求書

　令和　年　月　日付けこ家第　号で交付決定の通知があった標記補助金について、下記

の金額を概算払により交付されるよう請求します。

記

金　　　　　　　　　　円

住　　所

事 業 者

代表者


